
（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 水道事業 ― ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
概要：各浄水場等運転管理，水
質の維持管理，工業計器等保
守管理
効果：漏水箇所の早期発見，老
朽化した施設（ポンプ等）の破損
箇所の早期発見，安定供給

・工業計器の適切な点検を行
い，水質，水圧，水量の適正
管理と運用
・経験豊富な責任者の配置に
よる安定稼働と非常時の適切
な対応
・24時間体制での緊急時や故
障に対する人員の配置
・運転技術や操作技能の教育
訓練実施による適切な管理実施予定

平成

31 2 8

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 工業用水道事業 ― ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
概要：各浄水場等運転管理，水
質の維持管理，工業計器等保
守管理
効果：漏水箇所の早期発見，老
朽化した施設（ポンプ等）の破損
箇所の早期発見，安定供給

・工業計器の適切な点検を行
い，水質，水圧，水量の適正
管理と運用
・経験豊富な責任者の配置に
よる安定稼働と非常時の適切
な対応
・24時間体制での緊急時や故
障に対する人員の配置
・運転技術や操作技能の教育
訓練実施による適切な管理

実施予定

平成

31 2 8

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 下水道事業 公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の統

廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
公共下水道事業，特定環境保
全公共下水道事業，農業集落
排水事業の広域化・共同化

広域化・共同化計画（案）策定・・・県提出

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の統

廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
公共下水道事業，特定環境保
全公共下水道事業，農業集落
排水事業の広域化・共同化

広域化・共同化計画（案）策定・・・県提出

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●

公共下水道事業，特定環境保
全公共下水道事業，農業集落
排水事業の広域化・共同化
集中処理浄化槽（コミュニティプ
ラント）の農業集落排水処理施
設への統合について推進中。

広域化・共同化計画（案）策定・・・県提出

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 下水道事業 特定地域排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

平成27年度に下水道計画区域の見直しを行い，特定地域排水処理施設の整備区域を拡大し，施設整備の最適化を実施
している。
令和元年度より，公営企業法を適用しており，数年間，経営状況を分析した後に抜本的な改革について検討する。
市設置型での事業について，補助方式への転換等も含めて，事業継続について検討する。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

常陸太田市 簡易水道事業  ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者 包括的 PPP/PFI方式 地方独立行政法

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等 民間活用

●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済

実施予定 年 月 日

検討中 ●

複数地区（里美・水府）の簡易
水道事業について，地区ごとに
委託している管理業務等につい
て，一括管理による業務委託と
することで経費の削減を期待す
る。

簡易水道事業における，包括的民間委託について，早期に実
施予定であるが，将来的には，上水道事業も含めた包括的民
間委託について検討を進める。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


